
2026年10月14日 更新

公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 語学評価におけるスペイ ン語と 英語の比重はどう 考えているか？ 評価対象者の語学能力は、スペイン語で評価する予定です。 2026年10月1日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
パイ ロッ ト 校における介入と し て、 調理場の改修・ 整備や学校菜園の設置を想定さ れています
か

調理場の改修や整備などの大規模な介入ではありませんが、調理に必要な機材調達を想定していま
す。
学校菜園については、食育の一環として、その有用性を試行することは想定されますが、事業実施中に
農業省とも調整しつつ、検討していく必要があると考えています。

2026年9月15日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
C/P機関は教育省であり 、 主要なC/Pは教育コ ミ ュ ニティ 強化総局（ Gener al  Di r ect or at e f or
St r engt heni ng t he Educat i onal  Communi t y） と の理解でよろ し いでし ょ う か。 または、 対象と
なる２ 県の教育省県事務所になり ますでし ょ う か。

主要なC/Pは、教育省に加え、以下の想定です。詳細は公示資料をご確認ください。
・教育コミュニティ強化総局（DIGEFOCE：General Directorate for Strengthening the Educational
Community）
・地域社会参加・支援サービス総局（DIGEPSA：General Directorate of Community
Participation and Support Services​）
・対象県の教育省県事務所（DEFOCE） 

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
本案件では、 ガイ ド や研修パッ ケージの作成に加え、 政策・ 法制度への提案や他県展開も 成果
と し て設定さ れており ますが、 プロジェ ク ト 終了時点で期待さ れる制度化のレベルについてお
聞かせく ださ い。

プロジェクト終了時点では、各種ガイドラインの承認とパイロット校での給食運営及び食育の実践経験が
蓄積されて、対象県内の学校、並びに他県への展開が出来る状態を想定しています。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ

（ 上記に類似）
「 学校給食に係る政策・ 制度への提言」 が期待さ れていますが、 教育省の人事や長いプロセス
に依存する承認までは求めら れていないと の理解でよろ し いでし ょ う か。
仮に承認までを想定さ れている場合は、 承認に至るまでのプロセスや必要期間について、 現時
点で把握さ れている範囲をご教示く ださ い。

本プロジェクトでは、承認までを想定しています。
具体的な承認プロセスは受注者決定後にグアテマラ事務所も交えて相談するとともに、案件開始直後か
ら承認プロセス及びスケジュール等をC/Pと協議いただくことを想定しています。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
対象2県は文化的背景が大き く 異なると 考えら れますが、 こ れら 2県が対象と し て選定さ れた背
景をお聞かせく ださ い。

首都からのアクセスや過去のJICA支援のアセットがある県を選択しました。 2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
パイ ロッ ト 校の選定基準や想定校数について、 現在想定さ れている方向性はあり ますか。 ま
た、 調理設備の有無や地域特性はどの程度考慮さ れる想定でし ょ う か。

パイロット校の選定は、案件開始直後のベースライン調査結果をもとに決定します。また、パイロット校
は、約10校/県の想定です。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
「 校長、 教員、 保護者会等を対象と し たカ スケード 研修も 展開する」 と あり ますが、 研修対象
者は交代や異動がなく 、 少なく と も プロジェ ク ト 実施期間中は研修受講者が学校給食の管理・
運営を行う こ と が可能でし ょ う か。

研修受講者の適切な配置やプロジェクト活動への従事は前提ともなることですので、C/P機関とも留意し
たいと考えます。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
教育省に加え、 保健省、 農牧食糧省、 食料安全保障庁等が関与する案件ですが、 詳細計画策定
調査の過程で確認さ れた省庁間連携上の課題や留意点があればお聞かせく ださ い。

公示資料をご確認ください。
衛生管理分野における保健省、食材調達分野における農牧食糧省、および栄養分野の調整を担う食料
安全保障庁との連携を想定します。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 人月合計は約60人月と あり ますが、 渡航回数は何回を想定し ていますか。
3年間で15回程度を想定しますが、業務従事者のうちおひとりは1回の渡航につき10人月以上の現地滞
在を希望します。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
想定さ れる日本人専門家の人数について、 現時点での想定があればご教示く ださ い。
プレ公示では「 学校給食、 栄養に係る専門性」 が求めら れていますが、 そのほかに重視さ れる
専門性はあり ますか。

3名を想定します。
その他の専門性は、特にありません。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 日本人専門家に求めら れる業務言語は何を想定さ れていますか（ 英語・ 西語等） 公用語であるスペイン語と、業務上必要な英語を想定します。 2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 業務管理グループ（ 若手加点） の適用は想定さ れていますか。 想定しています。 2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 想定さ れている格付けはあり ますか。 業務主任者は、3号を目安とする予定です。 2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
主な執務場所はどこ が想定さ れていますか。 首都の教育省か、 対象2県の県事務所のいずれで
し ょ う か。

首都の教育省を想定しています。 2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ

本案件は3年間の実施と 理解し ていますが、 2段階（ 調査と 調査結果から 変更さ れた計画に基づ
いた活動） で進めるこ と を想定さ れています。
2段階での実施が想定さ れている場合、 計画見直し までの期間と その後の活動期間はどのよう な
配分を想定さ れていますか（ 例： 1年と 2年等）

2段階の実施ではありません。 2026年9月16日

プレ公示案件への質問回答

【競争参加者様へ：留意点】
プレ公示段階での質問回答での回答内容は、企画競争説明書／入札説明書の段階で変更の可能性があります。

※掲載方法を公示予定日が早い順に案件ごとにまとめて掲載いたします。新たに掲載いたしました質問回答についてはセルを水色にしております。
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 今回の対象年齢には4-6歳も 含まれているが、 初等前教育の児童も 食育の対象になるのか？
学校によっては、初等前教育と初等教育が併設されており、その場合は同じ給食が提供されています。
初等前教育の児童を積極的なターゲットにはしませんが、同じ施設に初等前教育の児童も在籍する場
合には、対象から排除せず、給食運営、食育の対象とします。

2026年9月16日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
現時点で、 本プロジェ ク ト の対象校は決定し ていますでし ょ う か。 決定し ている場合は、 対象
校数、 学校名、 所在地（ 県・ 市等） など、 学校情報について可能な範囲でご教示いただけます
でし ょ う か。

他の質問で回答しておりますので、ご参照ください。 2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
現地業務において使用する車両については、 車両借上げ（ レンタ カ ー） による対応を想定さ れ
ていますでし ょ う か。 現時点で想定さ れている車両の調達・ 使用方法がございまし たら 、 ご教
示く ださ い。

プロジェクト用の車両を調達予定です。
プロジェクト車両が使用中に移動する場合等は、レンタカーの使用を想定します。

2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 本案件は、 業務管理グループを配置するこ と が可能な案件と の理解でよろ し いでし ょ う か。 はい、ご理解のとおりです。 2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ 主要なC/P部署（ 中央と 地方） はどこ になるか可能な範囲でご教示いただけますでし ょ う か。 他の質問で回答しておりますので、ご参照ください。 2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
定額計上と し て予算に計上さ れるも のはあり ますでし ょ う か。 その内容、 予算規模、 使用目的
など可能な範囲でご教示いただけますでし ょ う か。

給食運営に必要な機材（調理器具等）の調達を想定しています。
詳細は公示資料をご確認ください。

2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ

対象地域がチマルテナンゴ県、 ト ト ニカ パン県の二か所が挙げら れており まし たが、 二県と も
同じ 比重で活動を実施すると いう 理解でよいでし ょ う か。 それと も 、 軽重があり 、 貴機構と し
てより 力を入れたい県があり まし たら ご教示く ださ い。 また、 可能な範囲でその意図を共有い
ただけますと あり がたいです。

現時点では、2県とも同程度の比重での活動を想定しています。 2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
本プロジェ ク ト では、 対象地域二県全域をカ バーするこ と になるでし ょ う か。 それと も 県内の
複数市やコ ミ ュ ニティ を対象と するかご教示いただけますでし ょ う か。

県内の給食運営や食育に関するパイロット対象校を設定して、活動を進める予定です。
詳細は公示資料をご確認ください。

2026年9月28日

2026年10月14日 26a00772000000
グアテマラ 国学校給食事業実施強化プ
ロジェ ク ト

人間開発部保健第一グループ
本邦研修は想定さ れており ますか。 も し 想定さ れている場合は、 規模や時期、 ねら い等可能な
範囲でご教示等いただけますでし ょ う か。

本邦研修は実施予定です。現時点の想定は以下のとおりですが、そのほか詳細は公示資料をご参照く
ださい。
規模：10名程度
時期：2027年4-6月ごろ
狙い：日本の給食・食育制度への理解を深めるとともに、研修で得られた知見をグアテマラの文脈に即
した適用方法を検討し、本事業の成果物に反映させるため。

2026年9月28日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界（ 広域） 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集・ 確認調査（ 国内業務） （ 一般競
争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサ
ム型） ）

人間開発部保健第一グループ
国際動向の整理業務において、想定している国はございますでしょうか。特定の国ではない場
合でも、先進国・低中所得国や重点地域などがありましたら教えていただけますと幸いです。

国際動向の調査分析業務において、特定の国や重点地域の指定はございません。低中所得国に対
する事業で活用可能な取り組みという視点で、先進国・低中所得国含め、本調査にあたり適切な
国や地域をプロポーザルにてご提案いただくことを想定しております。

2026年10月9日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界（ 広域） 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集・ 確認調査（ 国内業務） （ 一般競
争入札（ 総合評価落札方式‐ ラ ンプサ
ム型） ）

人間開発部保健第一グループ
本調査における「保健医療施設」について、主として病院等の二次・三次医療施設を想定され
ているのか、あるいはプライマリ・ヘルス・ケア施設等も含めて幅広く対象とすることを想定
されておりますでしょうか。

本調査においては、プライマリ・ヘルス・ケア施設等も含めた保健医療サービスを提供する公共
施設を幅広く対象とすることを想定しております。

2026年10月9日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界( 広域) 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集確認調査 ( 国内業務) ( 一般競争入
札 ( 総合評価落札方式 -ラ ンプサム
型) )

人間開発部保健第一グループ

2026年9月16日掲載の「 コ ンサルタ ント 等契約 調達予定案件情報」 に「 業務実施契約（ 単独
型） 」 と し て掲載さ れた案件（ 26a00800,  26a00802,  26a00803,  26a00804） の契約スキームを
業務実施契約に変更なさ っ たと のこ と ですが、 「 求めら れている各業務従事者の専門分野」 ご
と の細かい業務内容については、 「 業務実施契約（ 単独型） 」 に記載のある内容から 変更はな
いと いう 理解でよろ し いでし ょ う か。

ご理解のとおりです。 2026年10月9日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界( 広域) 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集確認調査 ( 国内業務) ( 一般競争入
札 ( 総合評価落札方式 -ラ ンプサム
型) )

人間開発部保健第一グループ
調達件名に「 全世界（ 広域） 」 と あり ますが、 情報収集・ 分析対象と し て、 貴機構と し て特に
想定し ている国・ 地域があり まし たら ご教示いただけないでし ょ う か。

特定の国や重点地域の指定はございません。低中所得国に対する事業で活用可能な取り組みという視
点で、先進国・低中所得国含め、本調査にあたり適切な国や地域をプロポーザルにてご提案いただくこ
とを想定しております。

2026年10月9日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界( 広域) 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集確認調査 ( 国内業務) ( 一般競争入
札 ( 総合評価落札方式 -ラ ンプサム
型) )

人間開発部保健第一グループ
【 業務内容】 の2. に「 低・ 中所得国への適用可能性を分析する」 と あり ますが、 貴機構が想定
し ている特定の低・ 中所得国があり まし たら ご教示いただけないでし ょ う か。

想定している特定の国はございません。 2026年10月9日

2026年10月14日 26a00830000000

全世界( 広域) 保健医療施設の気候変
動、 災害等への対応強化に関する情報
収集確認調査 ( 国内業務) ( 一般競争入
札 ( 総合評価落札方式 -ラ ンプサム
型) )

人間開発部保健第一グループ
【 業務内容】 の5. に「 調査結果を踏まえた勉強会を開催する」 と あり ますが、 貴機構が想定し
ている参加者があり まし たら ご教示いただけないでし ょ う か。 また、 勉強会の形式と し てはオ
ンラ イ ンと 対面、 ハイ ブリ ッ ド のどれを想定なさ っ ているかご教示く ださ い。

調査結果から導かれた、今後JICAが取り組むべき方針や方法について、JICA内部の関係者と意見交
換をして、より実施可能な形にとりまとめるための勉強会を想定しております。形式はハイブリッドで、
JICA会議室を使用します。

2026年10月9日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

JI CA Co-EE分の契約スコ ープは活動1. 6・ 2. 10・ 3. 4の3つのみで、 MAE-EE側（ 1. 1-1. 5、 2. 1-
2. 9、 3. 1-3. 3） は本契約の対象外と いう 理解でよいか。

FPにおける予算としてはJICACo-EE分は活動1-6、活動2-10、活動3-4が振り分けられておりますが、本
業務契約はMAE‐EEが実施する活動すべてを支援し、プロジェクトの全体管理を行います。

2026年9月30日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

上記活動1. 6・ 2. 10・ 3. 4の合計約1, 487万ド ルが本業務実施契約（ 7年・ 260人月） の原資総額と
理解し てよいか。

回答１の通り、本業務契約は活動1－1～3－4すべてのプロジェクト活動においてMAEを支援することを
業務内容としており、FPにおける活動毎の予算（活動1-6、活動2-10、活動3-4）は上記業務内容に充て
られます。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

別途Sect i on Gに計上さ れているTabl e25の「 Fee f or  pr oj ect  management  consul t ant s」
（ 2, 075, 956ド ル） と こ の1, 487万ド ルの関係をご教示願いたい。

【10/14修正】
Fee For Project Management ConsultantsはJICA Co-EE側に含まれるコストとなります。
回答に不備があり失礼いたしました。

2026年10月14日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラオス国2015-2018年の成果を対象とした
REDD＋成果支払い－ラオス南部における
ガバナンス、森林ランドスケープ及び生計
手段プロジェクト（JICA CoーEE分）

球環境部森林・自然環境保全
グループ

活動1. 6・ 2. 10・ 3. 4はそれぞれOutput 1・ 2・ 3に対応する技術支援と 理解するが、 各活動内で特
に注力すべき サブアク ティ ビティ があればご教示願いたい。

業務内容の詳細は公示を確認いただければと思いますが、回答１の通り基本的にすべての活動を支援
いただくことになるため、活動の重要性にかかる濃淡は現時点でございません。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラオス国2015-2018年の成果を対象とした
REDD＋成果支払い－ラオス南部における
ガバナンス、森林ランドスケープ及び生計
手段プロジェクト（JICA CoーEE分）

球環境部森林・自然環境保全
グループ

また、 GoL側の事情によっ て進捗し ない活動について、 本コ ンサルタ ント チームがどこ まで責任
を持つべき かの責任範囲の線引き についてお伺いし たい。

実施機関側で進捗が思わしくない活動等について、課題の特定やボトルネック解消等、受注者が最大
限可能な支援をすることを受注者には求められますが、受注者のこうした支援に関わらず実施機関側の
事情で一向に活動に進捗が生まれない場合は、JICAがGCFと協議のもと活動内容の変更等の措置をと
ることが考えられます。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

契約初年度にJI CA Co-EEと し て求めら れる具体的成果物および提出期限についてお伺いし た
い。

公示をご確認ください。 2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

本業務の履行期間において、 後継のFREL/FRLの策定・ 提出、 国家森林資源調査の再測定、 およ
び国家森林モニタ リ ングシステム（ PDMS／OLDM等） ・ カ ーボン取引レジスト リ の整備に対する
技術的支援は、 本業務の対象に含まれる想定でし ょ う か。 含まれる場合、 業務内容1〜3のいず
れに位置づけら れるかをご教示く ださ い。

記載いただいた支援内容は、順に成果１・成果２・成果1及び２・成果１に係る活動に含まれる予定です。 2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

Landscape1（ サワンナケート ） において、 F-REDD2プロジェ ク ト で作成済みプロト タ イ プ管理計
画は、 本事業でそのまま採用する方針か。 成果物一式は入札前に開示可能か。

本プロジェクトにおいて同プロトタイプ管理計画を活用することも想定されます。成果物一式は受注者の
契約後に共有可能です。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

世銀の北部向けGFLLプロジェ ク ト やGI Z/GCFのI -GFLLプロジェ ク ト で作成さ れた既存マニュ アル
類（ Proj ect  Oper at i onal  Manual 、 財務・ 調達マニュ アルなど） は流用前提か、 南部向けに新
規作成が必要か。

マニュアル類は他ドナーの事業で作成されたものを参照しつつ、本プロジェクトの活動内容に合わせた
内容で作成することを想定しております。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

南部で並行する他ド ナー事業（ 世銀、 WWF、 GEF/UNDP、 ADBなど） と の役割分担・ 重複回避につ
いて現時点の合意状況についてご教示願いたい。

主にUNDP、WWFとは役割分担や対象地の重複回避に係る協議を進めております。正式な合意までは
現時点では至っておらず、本プロジェクトにおいてそうした他ドナーとも適宜協議・調整をしていくことを想
定しております。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

求めら れる専門分野別に想定する人月配分イ メ ージをお伺いし たい。
いずれの分野も40～50人月を想定しており、特にセーフガード、森林管理、生計向上、財務・調達は人
月が比較的高くなる想定です。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

現地拠点への駐在・ 巡回体制の要求水準をお伺いし たい。

本業務実施契約のコンサルタントの主要メンバーによる現地長期滞在は想定しておらず、日本国内・現
地の両方における活動を想定しております。ただし、プロポーザルで適当な体制を提案いただければと
考えております。巡回体制に関しては、特に成果２において南部の村落レベルでの活動が大規模に行
われることから、現地傭人の適切な配置や十分な人月設定が必要と考えております。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

Funded Act i vi t y Agr eement （ 2026年4月9日執行） を受けたSubsi di ar y Agr eement （ JI CA-MAE
間） の締結見込み時期、 およびそれに続く I ncept i on Phase開始時期、 またそれと 本契約履行期
間と の整合性についてお伺いし たい。

補助契約（SA）は2026年8月24日に締結されました。また2026年9月にFAAが発効したことにより契約上
事業は開始しております。本契約履行期間は事業期間と概ね一致しますが、手続きの関係上、多少前
後しております。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

通常の業務実施契約より 著し く 長期間であるため、 人件費単価や物価変動、 専門家交代が不可
避と 考えら れる。 本契約は単年度ごと の予算承認や契約更新を前提と するのか、 それと も 7年間
の一括契約なのか。 また、 物価上昇や為替変動に伴う 契約金額見直し （ Pr i ce Adj ustment ） の
考え方を確認し たい。

本業務契約は、活動期間内における物価変動・人件費単価・為替変動等を考慮し、2年・2年・3年の期分
けを想定しております。また為替変動等によるプロジェクト資金の過不足も発生し得ることから、業務開
始後、予算管理状況を踏まえて必要な契約の見直しを、資金元であるGCFの判断等を踏まえつつ検討
する想定です。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

本案件はGCF REDD+成果払い事業と し て実施さ れるため、 通常のJI CA技術協力案件以上の財務報
告、 外部監査、 情報開示義務が課さ れる可能性がある。 コ ンサルタ ント に求めら れる報告義
務・ 監査対応・ 証憑管理の範囲はどこ までか。 GCF独自ルールが適用さ れる場合、 その責任分担
を明確化し てほし い。

GCFとJICA間の合意内容により各報告書の提出義務や情報開示義務があります。具体的には公示を
確認いただければと思いますが、JICAがGCFに対して提出する書類等の種類や提出期限、様式など定
められたものがあります。本業務にはそれら書類に関してMAE等ラオス側と連携しながら作成・提出支
援することが含まれます。

2026年9月30日
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2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

GCF案件では実施機関側の調達遅延や制度整備の進捗に影響さ れる場合がある。 本事業におい
て、 ラ オス側の予算執行やGCF資金フ ローの遅延が発生し た場合の契約変更、 工期延長、 追加費
用精算の取り 扱いを確認し たい。 受注者がコ ント ロールでき ない要因による成果遅延リ スク の
負担主体を明確化し たい。

実施機関側の調達遅延や予算執行遅延が発生した場合、JICAとGCFの間で合意しているプロジェクト
内容の変更や期間の延長などが考えられます。その場合は上記の変更に伴う受注者とJICA間の契約
変更も考えられます。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00703000000 

ラ オス国2015-2018年の成果を対象と し
たREDD＋成果支払い－ラ オス南部にお
けるガバナンス、 森林ラ ンド スケープ
及び生計手段プロジェ ク ト （ JI CA Coー
EE分）

球環境部森林・ 自然環境保全
グループ

業務内容には「 財務・ 調達管理に係る技術支援」 が含まれている。 一方で、 受注者は助言・ 能
力強化を行う 立場なのか、 実際の調達・ 資金管理に対し て一定の承認責任や確認責任を負う の
かが不明である。 不正・ 不適切支出が発生し た場合の責任分担を明確にし てほし い。

受注者は実施機関への技術的な支援によって資金・調達管理等が適切に行われることを促進すること
を業務内容としております。実施機関の過失による不正・不適切支出が発生した場合は、実施機関と
JICA間で締結している補助契約（SA)に基づき実施機関に対する特定の措置がなされます。一方で受注
者に課せられた業務の不履行においては、発注者（JICA)・受注者間の契約約款で定められた措置に従
います。

2026年9月30日

2026年10月21日 26a00785000000
日本における食育・ 学校給食に関する
レビュ ー実施支援業務

人間開発部保健第二グループ
人月合計6人月が示されていますが、業務従事者の配置規模（想定人数等）について、現時点で
想定があればご教示ください。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年10月21日 26a00785000000
日本における食育・ 学校給食に関する
レビュ ー実施支援業務

人間開発部保健第二グループ
本業務の実施にあたり、JICA本部等における執務を想定していますでしょうか。また、想定し
ている場合には頻度や期間の目安をお聞かせください。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年10月21日 26a00785000000
日本における食育・ 学校給食に関する
レビュ ー実施支援業務

人間開発部保健第二グループ
食育スコーピングレビュー及び学校給食ナラティブレビューにおいて、学術論文に加え、行政
文書、自治体資料、各種報告書等も対象として想定されていますでしょうか。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年10月21日 26a00785000000
日本における食育・ 学校給食に関する
レビュ ー実施支援業務

人間開発部保健第二グループ
本業務では、食育・学校給食の効果に関するエビデンスの整理に加え、既存研究の課題やエビ
デンスギャップの特定が想定されていますが、特に重視される分析観点（栄養・健康改善、学
習成果、食行動の変容、制度・運営体制、持続可能性等）があればご教示ください。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年10月21日 26a00785000000
日本における食育・ 学校給食に関する
レビュ ー実施支援業務

人間開発部保健第二グループ
本案件は国内案件であることから、業務従事者に外国語資格（英語等）は求められないとの理
解でよろしいでしょうか。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年10月21日 26a00799000000
イ ンド 国チェ ンナイ 地下鉄建設事業
（ フ ェ ーズ2追加路線) 準備調査（ QCBS
－ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課
提示されている「人月合計」は、貴機構並びに現地政府（貴機構経由）からの資料提供が業務
開始前あるいは業務開始中に提供されるという前提でしょうか。提示される資料及び提供時期
は公示時点で提示されますでしょうか。

実施機関が実施した初期的な調査及び作成済みの事業計画等を踏まえて人月を設定しています。これ
らの資料については、契約締結後、業務の実施に必要な範囲で受注者に共有する予定です。公示を行
う際の企画競争説明書において、想定される提示資料および提供時期について記載いたします。

2026年10月7日

2026年10月21日 26a00799000000
イ ンド 国チェ ンナイ 地下鉄建設事業
（ フ ェ ーズ2追加路線) 準備調査（ QCBS
－ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課

その他留意事項の欄に「業務開始後に事業計画の大幅な変更が生じた際には、契約変更の可能
性を相談させて頂く場合があります。」と記述されておりますが、想定される「大幅な変更」
にはどの様な事項が含まれるでしょうか。また「大幅な変更」でなければ契約変更の可能性が
無いという事でしょうか。

本件はランプサム契約のため、原則として変更契約を行わずに業務を履行していただくことを想定して
おります。
 契約変更の可否は、「大幅な変更」という表現のみによって一律に判断するものではありませんが、相
手国やJICAの要請により新たな調査や検討項目が追加される等業務開始後に事業計画等の変更が生
じた場合に、必要に応じて受注者と協議の上、契約変更の要否及び内容を個別に判断します。

2026年10月7日

2026年10月21日 26a00799000000
イ ンド 国チェ ンナイ 地下鉄建設事業
（ フ ェ ーズ2追加路線) 準備調査（ QCBS
－ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課
本事業に対する有償資金協力Loan Agreementの締結に関して、現在想定されている時期はござ
いますでしょうか。

日印両政府間での検討状況にもよりますが、現時点では、2028年3月の締結を想定しています。 2026年10月7日

2026年10月21日 26a00799000000
イ ンド 国チェ ンナイ 地下鉄建設事業
（ フ ェ ーズ2追加路線) 準備調査（ QCBS
－ラ ンプサム型）

南アジア部南アジア第一課
本事業の対象範囲（約90km）に関する既存または実施中の環境社会配慮の状況についてご教示
頂けますでしょうか。

実施機関は、対象路線ごとに初期的な調査を実施し、環境社会配慮に関する情報を含む事業計画を作
成しています。既存資料については、契約締結後、業務の実施に必要な範囲で受注者に共有する予定
です。

2026年10月7日

2026年10月21日 26a00805000000

中東地域におけるエネルギー輸送レジ
リ エンスへの対応策に係る情報収集・
確認調査（ 一般競争入札（ 総合評価落
札方式‐ ラ ンプサム型） ）

中東・ 欧州部中東第二課
今後の協力の可能性及び案件形成については、 影響を受けたイ ンフ ラ の復旧・ 拡張、 も し く は
代替ルート の新設のどちら を主に想定さ れていますでし ょ う か？また調査対象と する中東地域
はどの範囲の国々をカ バーするこ と を想定し ていますか？

①協力の可能性・案件形成の方向性については、現時点では、検討対象を特段限定しておりません。協
力対象及び支援スキームについても幅広く想定し、今後の協力の可能性を検討していく考えです。
②調査対象国については、中東地域広域（イラク、シリア、サウジアラビア、アラブ首長国連邦、カター
ル、オマーン、クウェート、ヨルダン、レバノン及びトルコ）を想定していますが、企画提案の中で調査の必
要性を見極めた上で、適切な調査対象国・範囲を設定いただいて構いません。ただし、本件は、中東地
域におけるエネルギー輸送のレジリエンスを調査することを趣旨としているため、地域全体について俯
瞰的な検討が可能となるよう適切な調査範囲を設定してください。

2026年9月25日

2026年10月21日 26a00821000000
イ ンド ネシア／東南アジア水素・ アン
モニア社会の開発促進プロジェ ク ト 詳
細計画策定調査（ 水素市場／政策分析

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

本件を受託し た場合に後続の技術協力の受注制限はあるか
「評価分析／ジェンダー」の受注者様のみ、本体技術協力案件への参加が制限されております。「水素
市場／政策分析」及び「水素技術／サプライチェーン分析」の受注者様においては本体事業への参加の
制限はございません。

2026年10月2日

2026年10月21日 26a00821000000
イ ンド ネシア／東南アジア水素・ アン
モニア社会の開発促進プロジェ ク ト 詳
細計画策定調査（ 水素市場／政策分析

社会基盤部資源・ エネルギー
グループ

業務実施単独型と なっ ているが、 複数名での業務履行は認めら れるか
業務実施契約（単独型）については、単独（１名）の業務従事者の提案を求めている制度ですので、複数
の業務従事者による業務履行は認められておりません。

2026年10月2日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ 共同企業体の結成を認めますか？ 共同企業体の結成は可能です。詳細については、公示をご確認ください。 2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ
対象郡の数と 全対象学校数等の規模を教えてく ださ い。 前プロジェ ク ト で対象と し ていた７ 郡
の全学校と いう こ と になるでし ょ う か。

対象地域は成果1については全国、成果2については全国、成果3については今のところ「初等算数授業
改善のための教員指導力強化プロジェクト」の対象7郡の計35ディストリクト（暫定）を対象とします。

2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ
成果１ と し て、 初等4～6学年の算数の教科書・ 指導書の改訂と あり ますが、 成果２ では「 初等1
～6学年の改訂さ れた算数の教科書・ 指導書」 と 記載さ れています。 1?3学年についても 改訂対
象と なるいう こ と で間違いないでし ょ う か？

初等1～3学年の教科書については、本案件開始前にラオス教育省担当部署により改訂が完了している
予定のため、成果1は初等4～6学年の算数教科書・指導書のみを対象とします。他方、成果2は、1～3
学年を含みます。

2026年10月5日
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公示予定日 調達管理番号 案件名 担当部・課 質問内容 回答 回答日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ
教科書改訂において、 現行の教科書の紙面構成およびそれに伴う ページ数も 改訂でき ますか？
も し 改訂上の制約条件があれば教えてく ださ い。

紙面構成やページ数の改訂は可能ですが、詳しくは公示をご確認ください。 2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ
導入研修を行う マスタ ート レーナーと は、 どのよう な立場・ 経験の人材を想定し ていますか？
それら の人材はすでに前プロジェ ク ト で役職が与えら れているのでし ょ う か、 あるいは新し く
選抜し 育成する必要があり ますか？

マスタートレーナーはラオス教育スポーツ省により選定されますが、今のところ計20名を想定しており、
その中には教員養成校の教官が含まれる見通しです。

2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ 今回のプロジェ ク ト ではTTCおよびその附属学校と の連携は想定さ れていますか？

上述のとおりマスタートレーナーに教員養成校の教官は含まれる見通しである他、算数教科書改訂に教
員養成校の教官が関わる可能性がありますが、今のところ成果1・2の活動において、その他にTTCやそ
の付属校との連携は想定しておりません。成果3についてはTTCとの連携は考えうると思いますが、ラオ
ス教育・スポーツ省の決定によりTTCの再編、国立大学への統合が行われる見込みのため、その状況
によるものと思われます。

2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ

「 初等算数CPDシステムの改善」 と 書かれていますが、 前プロジェ ク ト の受注業者により 導入・
実施さ れたCPDシステムの具体的的な資料や報告書は入手/閲覧可能でし ょ う か。 また、 改善案
や代替案をプロポーザルで提案するう えで、 現状のCPDシステムの課題や評価に関する各種資料
の閲覧や、 資料がなければ質問をするこ と は可能でし ょ う か。

「初等算数授業改善のための教員指導力強化プロジェクト」において作成された報告書等については、
公示後の資料として配布を予定しています。それら資料をご覧になった上でさらに個別のご質問がござ
いましたら、公示後の質問受付期間にお受けいたします。

2026年10月5日

2026年10月28日 26a00773000000
初等教育における算数指導力・ 学習強
化プロジェ ク ト

人間開発部基礎教育グループ
「 初等算数CPDシステムの改善」 と 書かれていますので、 前プロジェ ク ト で開発・ 作成し たCPD
教材を改訂・ 改善等する、 と いう こ と ではなく 、 今回のプロジェ ク ト では、 CPDシステム自体を
見直し 改善する、 と いう 想定で間違いないでし ょ う か？

本案件では、「初等算数授業改善のための教員指導力強化プロジェクト」で開発された学校ベースの
CPDをもとに、その改善を目指します。詳しくは、公示をご確認ください。

2026年10月5日

2026年10月28日 26a00822000000
日本人材開発センタ ービジネスコ ース
自立化に向けた情報収集・ 確認調査
（ 国内業務）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

本案件において想定さ れる「 自立化」 の定義および到達目標についてご教示く ださ い。
「自立化」とは、将来的にJICAの支援を受けることなく各センターが自立的に運営される状態を指し、講
師の調達や本邦研修の実施等を各センターが主体的に行えるようになることを想定しています。当該調
査における到達目標については、公示内容をご確認ください。

2026年10月13日

2026年10月28日 26a00822000000
日本人材開発センタ ービジネスコ ース
自立化に向けた情報収集・ 確認調査
（ 国内業務）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

「 各日本センタ ー」 と あり ますが、 本業務の対象と し て想定さ れている日本センタ ーは、 7ヶ 国
8センタ ー全てでし ょ う か。 対象範囲についてご教示く ださ い。

対象範囲はキルギス、ウズベキスタン、モンゴル、ベトナム（ハノイ・ホーチミン）、ラオス、カンボジア、ミャ
ンマーの計7ヶ国8センター全てとなります。

2026年10月13日

2026年10月28日 26a00822000000
日本人材開発センタ ービジネスコ ース
自立化に向けた情報収集・ 確認調査
（ 国内業務）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

活動内容①「 既存コ ース及び講師情報の収集・ 整理」 の対象は、 日本人講師のみでし ょ う か。

も し く は、 現地講師も 対象に含まれるのでし ょ う か。

現地講師についても、特に他センターでのリソースになり得る可能性があると想定していますので、現時
点では調査対象と考えています。

2026年10月13日

2026年10月28日 26a00822000000
日本人材開発センタ ービジネスコ ース
自立化に向けた情報収集・ 確認調査
（ 国内業務）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

活動内容⑧「 国別研修の試験実施及び結果の反映」 について、 試験実施の対象と なる日本セン

タ ー及び実施本数についてご教示く ださ い。
ベトナム日本センターを対象に、計4回の実施を想定しております。 2026年10月13日

2026年10月28日 26a00822000000
日本人材開発センタ ービジネスコ ース
自立化に向けた情報収集・ 確認調査
（ 国内業務）

経済開発部民間セク タ ー開発
グループ

データ 取得の対象期間は何年から 何年まででし ょ う か？
講師に関するデータは、現時点で活動中の講師を対象とする想定です。国別研修に関するデータは、コ
ロナ禍後に研修が再開されて以降の実績を対象とし、原則として過去3年間程度を想定しています。

2026年10月13日

2026年10月28日 26a00837000000
全世界（ 広域） 教育分野の無償案件の
成功要因分析に基づく 新規案件形成に
関する基礎研究

無償資金協力部業務第四課
現地調査（ケーススタディ）について
調査対象国は、文献調査結果を踏まえ決定との回答がありました。現地調査にかかる経費（航
空賃、宿泊費・宿泊手当、一般業務費）は見積に含まないとの理解でよろしいでしょうか。

現地調査対象国は現時点で未定のため、現地調査にかかる経費（航空賃、宿泊費・宿泊手当、車
両関連費）については定額計上とします。

2026年10月8日

2026年10月28日 26a00837000000
全世界（ 広域） 教育分野の無償案件の
成功要因分析に基づく 新規案件形成に
関する基礎研究

無償資金協力部業務第四課
本調査における「 教育分野の無償資金協力案件」 の対象範囲及び対象期間をご教示く ださ い。
学校施設の建設・ 改修、 教育機材整備等を主な対象と し ているのか、 あるいは人材育成奨学計
画（ JDS） 等の人材育成を目的と する無償資金協力も 対象に含まれるのでし ょ う か。

本調査では、教育分野の無償資金協力案件（一般無償[施設、機材]、旧コミュニティ開発支援無償、国
際機関連携無償、財政支出型無償等）を対象とすることを想定していますが、人材育成奨学計画（JDS）
は対象外です。

2026年10月2日

2026年10月28日 26a00837000000
全世界（ 広域） 教育分野の無償案件の
成功要因分析に基づく 新規案件形成に
関する基礎研究

無償資金協力部業務第四課
現地調査（ ケーススタ ディ ） について、 現時点で想定さ れている対象国・ 地域、 対象国数、 渡
航回数及び調査期間の目安があればご教示く ださ い。

現地調査対象国は、文献調査の結果を踏まえ、JICAと受注者が相談の上で決定する予定です。対象は
3か国、調査期間は各2週間程度を想定しています。

2026年10月2日

2026年10月28日 26a00837000000
全世界（ 広域） 教育分野の無償案件の
成功要因分析に基づく 新規案件形成に
関する基礎研究

無償資金協力部業務第四課
「 教育分野の無償資金協力案件のデータ ベース化」 について、 現時点で想定さ れている主な収
録項目、 対象案件数及び成果品の形態をご教示く ださ い。 また、 作成にあたり 使用を想定し て
いる特定のソ フ ト ウェ アやデータ ベースツールがあれば、 併せてご教示く ださ い。

教育案件データベースの項目案としては、主に以下を想定していますが、具体的な設計方法・方針等に
ついては、プロポーザルで提案をしてください。
【主なデータベース項目案】
・案件概要（国名、年度、案件名、協力額等）
・教育レベル（初等、中等、高等、TVET等）
・整備内容（施設、機材、ソフトコンポーネント等）
・実施方式（本邦企業型、現地企業活用型等）
・工期及び事業規模
・他スキームとの連携状況（技術協力、円借款等）
・日本の技術・知見活用の有無及び内容
・インクルーシブ教育、防災・レジリエンス、環境配慮等の付加価値要素
・事後評価結果及び関連指標
・維持管理・利用状況に関する情報
・案件形成・実施上の教訓及び留意事項　等

2026年10月2日

2026年10月28日 26a00837000000
全世界（ 広域） 教育分野の無償案件の
成功要因分析に基づく 新規案件形成に
関する基礎研究

無償資金協力部業務第四課
教育分野の無償資金協力案件の整理・ 分析にあたり 、 公開資料以外に、 JI CAから 受注者に提供
さ れる予定の既存の案件データ 、 整理済み資料等があれば、 ご教示く ださ い。

参考資料として、公開資料のほか、基礎研究「現地企業活用型無償資金協力の実施状況レビュー」最
終報告書等を配付予定です。

2026年10月2日
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2026年11月4日 26a00778000000
エチオピア国都市計画開発および都市
化のための能力開発プロジェ ク ト

社会基盤部 都市・ 地域開発
グループ

詳細計画策定調査で整理さ れた研修内容（ 案） の扱いについて
該当箇所： 【 業務内容】 1?4
質問1： 本事業の詳細計画策定調査では、 カ ウンタ ーパート （ MoUI 、 RUPI 、 州都市計画局、 対象都市） へ
の聞き 取り 調査および現地踏査を踏まえ、 研修3テーマについて、 対象都市の課題に即し た研修内容
（ 案） が次のと おり 整理さ れたと 理解し ています。
( A)  都市データ 管理： GNSS測位・ UAV・ 衛星データ を用いた大縮尺の都市計画基本図（ ベースマッ プ） の
整備・ 更新、 イ ンフ ラ 管理GI S構築、 地籍・ 都市計画・ イ ンフ ラ と いっ た部局間データ 共有。
( B)  TOD： 交通結節点（ バスタ ーミ ナル等） における長距離バス・ 乗合バス・ 三輪タ ク シー（ フ ィ ーダー
輸送） の動線整理、 拠点間を結ぶ交通軸の規格化、 なら びに上位計画（ St r uct ur e Pl an） および地区レベ
ルの計画（ LDP/NDP） による先回り し た土地利用コ ント ロール。
( C)  スマート シティ ： 将来予測シミ ュ レーショ ンと 計画策定支援・ 意思決定支援システム、 官民の運行
データ を連携し たタ ーミ ナル運営、 モバイ ル端末によるイ ンフ ラ 点検・ 維持管理の最適化（ アセッ ト マネ
ジメ ント ） 。

また、 詳細計画策定調査の調査対象都市における都市課題の例と し て、 ①急激な人口増に伴う 交通結節点

の混雑、 ②行政拠点と 商業拠点が幹線道路1本のみで結ばれ、 その沿道で無秩序な開発が進む都市構造、

③部局間の調整不足による舗装直後の再掘削や排水不良と いっ た課題に対し 、 上記( A) ?( C) を組み合わせ

て優先イ ンフ ラ 計画案に結び付ける研修内容が整理さ れたと 理解し ています。
パイ ロッ ト 都市が事業開始後に選定さ れるこ と を前提と し て、 以下についてご教示く ださ い。
( 1)  本事業の研修方針・ プログラ ム・ 教材開発（ 業務内容1） 、 パイ ロッ ト 都市での実践的な研修・ 演習
（ 業務内容3） 、 および優先イ ンフ ラ 計画案の作成（ 業務内容4） は、 上記の研修内容（ 案） を基本と し て
実施するこ と を想定さ れているでし ょ う か。
( 2)  詳細計画策定調査報告書（ 上記の研修内容（ 案） を含む） は、 公示時に配布資料と し て提供さ れる予
定でし ょ う か。 また、 指示書において、 同報告書の該当部分を業務の前提と し て示すご予定でし ょ う か。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年11月4日 26a00778000000
エチオピア国都市計画開発および都市
化のための能力開発プロジェ ク ト

社会基盤部 都市・ 地域開発
グループ

研修3テーマと 優先イ ンフ ラ 計画案と の関係について
該当箇所： 【 業務内容】 1、 3、 4
質問： 質問1の研修内容（ 案） では、 都市データ 管理で整備し た基盤図・ データ を土台と し て、
TODと スマート シティ の手法を組み合わせ、 パイ ロッ ト 都市の優先イ ンフ ラ 計画案の作成に至る
一連のプロセスと し て研修・ 演習を構成し ています。 本事業においても 、 3テーマを独立し た研
修モジュ ールと し て扱う のではなく 、 こ のよう に一体的に設計・ 指導するこ と を想定さ れてい
るでし ょ う か。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年11月4日 26a00778000000
エチオピア国都市計画開発および都市
化のための能力開発プロジェ ク ト

社会基盤部 都市・ 地域開発
グループ

業務従事者に求める専門性・ 実務経験について
該当箇所： 【 業務従事者の専門性】
質問： 質問1の研修内容（ 案） を指導するためには、 業務従事者に以下の技術に関する実務経験
が必要になると 考えら れます。 企画競争説明書において、 業務従事者に求める専門性（ 類似業
務経験の分野等） と し て、 こ れら を明示する予定はあり ますか。

① GNSS測位・ UAV・ 衛星データ を用いた都市計画基本図（ ベースマッ プ） の整備・ 更新

② 都市計画に関する情報を統合し たイ ンフ ラ GI Sの構築・ 運用

③ 将来予測シミ ュ レーショ ンおよび計画策定支援・ 意思決定支援システム

④ 交通結節点・ 交通軸の計画と 、 周辺の土地利用コ ント ロールと の一体的な計画

⑤ Pyt hon等によるGI S処理・ 業務フ ローのコ ード 化（ 自動化） 、 およびモバイ ル端末を用いた

アセッ ト マネジメ ント

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年11月4日 26a00778000000
エチオピア国都市計画開発および都市
化のための能力開発プロジェ ク ト

社会基盤部 都市・ 地域開発
グループ

評価対象業務従事者について
該当箇所： 【 選定方法】 企画競争
質問： 評価対象と する業務従事者の担当専門分野と 、 業務管理グループ（ 副業務主任者） 適用
の有無について、 現時点のご想定をご教示く ださ い。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年11月4日 26a00778000000
エチオピア国都市計画開発および都市
化のための能力開発プロジェ ク ト

社会基盤部 都市・ 地域開発
グループ

業務内容4の「 機材」 の範囲について
該当箇所： 【 業務内容】 4
質問： 業務内容4の「 機材含む」 について、 質問1の研修内容（ 案） の実施に関連する機材
（ 例： GNSS受信機・ UAV等のデータ 取得機材、 GI S・ データ 解析用のPC・ ソ フ ト ウェ ア、 現場点
検用のモバイ ル端末等） が想定さ れているでし ょ う か。 あわせて、 コ ンサルタ ント に求めら れ
る役割（ 仕様の検討、 調達支援、 運用指導等） についてご教示く ださ い。

回答準備中です。 2026年10月13日

2026年11月4日 26a00779000000
ウガンダ国送変電網事故解析能力強化
計画協力準備調査（ QCBS－ラ ンプサム
型）

無償資金協力部業務第六課 無償案件の調達対象は機材のみですか。 建屋等の建築設備は含まれないですか。
本案件で想定される調達対象は機材のみ（その据え付け工事を含む）であり、基本的に建築設備は含
まれません。ただし協力準備調査において既存建物およびその設備に対してその移設・増設・撤去・復
旧の必要性が認められる場合は調査時にご提案頂くようになるかと思われます。

2026年9月25日

2026年11月4日 26a00779000000
ウガンダ国送変電網事故解析能力強化
計画協力準備調査（ QCBS－ラ ンプサム
型）

無償資金協力部業務第六課
機材の導入のみの場合、 設置先はカ ウンタ ーパート の既設設備（ 変電所等） の内部でし ょ う
か。

機材の導入場所はカウンターパートの既設設備の内部となりますが、本案件において詳細を確定してい
くことを想定しています。

2026年9月25日

2026年11月4日 26a00779000000
ウガンダ国送変電網事故解析能力強化
計画協力準備調査（ QCBS－ラ ンプサム
型）

無償資金協力部業務第六課 機材の導入地点は、 何か所く ら いを想定さ れていますか。
現状、大カンパラ広域圏及び周辺5県（リラ県、ソロティ県、マサカ県、ムバララ県、
イガンガ県）における13変電所を想定しておりますが、先方実施機関と優先順位や妥当性を協議の上、
本案件において詳細を確定していくことを想定しています。

2026年9月25日

2026年11月18日 26a00832000000
コ ート ジボワール国持続的水産資源共
同管理に向けた制度整備と 実践

経済開発部農業・ 農村開発第
一グループ

「本業務には個別専門家2名を配置予定」とございますが、この案件の専門家2名を想定してい
るのか、それともこの案件の専門家とは別に2名の個別専門家が配置される予定しているのか、
どちらでしょうか？

この案件では、水産資源管理と組織強化の双方の分野が求められるとの考えから、専門家2名の
配置を想定しております。また、当該分野における人材育成の観点も踏まえ、経験豊富な専門家
と若手専門家を組み合わせた体制を想定しています。

2026年10月8日
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